
 

 

第三者評価結果 公表シート 

（このシートに書かれている内容は、そのまま富山県福祉情報システムにおいて公表されます。） 

 

事業所名  ホームふくの実 

第三者評価機関名  社会福祉法人富山県社会福祉協議会 

評価実施期間 
令和 ７年 １１月 ７日（契約日）～ 

      令和 ８年 ７月 ２４日（評価結果確定日） 

過去受審回数 

（前回の受審時期） 
     回  

 
１．概評 
◇ 特に評価の高い点 

【社会資源との連携とアセスメントに基づく利用者主体の支援体制の構築】 

生活利便性の高い立地環境に加え、アセスメント体系を構築し、利用者の強みや意向を重視し

た支援を展開している。特に「生活支援計画書」を核とし、5 領域のアセスメント票を併用してモニ

タリングを細分化する工夫は、利用者の生活変化を鋭敏に捉える仕組みとして機能している。さ

らに、隣接しているバックアップ施設、地域の社会資源やサービス等と連携し、多角的な視点を

共有することで、利用者が「自分らしく、制限のない生活」を送れるよう支えている。専門性を結

集して個々の意思決定を尊重し、プライバシーに配慮された生活援体制が構築されている。 

 

【組織における多角的な専門支援体制と福祉避難所としての充実した設備】 

運営主体である社会福祉法人マーシ園は、富山県内初の身体障害者授産施設を開設して以

来、60 年を超える歴史の中で専門的な支援ノウハウを蓄積している。本事業所は利便性の高い

立地条件に加え、法人が広域に展開する多角的な事業ネットワークを組織的に活用している。

特に、専門スタッフが迅速にサポートできるバックアップ体制を近隣事業所との間で構築してい

る点は、利用者の自立した生活を支える上で実効性の高い仕組みと言える。また、地域の福祉

避難所として別棟の専用施設を保有し、感染症対策や災害時の受け入れ態勢を物理的・組織

的に整備している点は、利用者の安心・安全を確保するリスクマネジメントにおいて強みである。

充実した資源と専門性を背景に、地域生活の継続を多層的に支える実践が展開されている。 

 

【法人基盤を活かした地域福祉への貢献と災害時対応力の強化に関する取組】  

法人においては、地域の福祉ニーズに対応した多様な公益的取組が行われている。ひきこもり

支援については、関係機関と連携しながら訪問支援や集いへの参加を行うなど、地域課題に即

した支援が展開されている。また、南砺市社会福祉協議会による「ふくし出前講座」への職員派

遣の準備が進められており、地域への福祉理解の普及・啓発に向けた取組も見られる。さらに、

災害時には富山 DWAT(富山県災害派遣福祉チーム)として職員を派遣している。 

本事業所では、福祉避難所の設置・運営に積極的に取り組んでおり、災害時には受入れ体制を

整備するとともに、地震や感染症を想定した訓練や備蓄管理を行うなど、地域における福祉拠

点としての役割を果たしている点は高く評価できる。あわせて、感染症対策や災害対策について



 

は、事業継続計画（BCP）や各種マニュアルの整備、委員会活動、実践的な訓練の実施など、予

防から発生時対応まで一貫した体制が構築されており、安心・安全な福祉サービスの提供に向

けた取組が、組織的かつ実効性をもって行われている。 

 
◇ 改善を求められる点 

【利用者意向・満足度の把握方法の充実】  

日常的な関わりや利用者ミーティングによる意見把握は行われているものの、満足度調査等の

客観的・定期的な把握の仕組みは十分とは言い難い。意見表出が消極的な利用者への配慮も

含め、多様な手法による意向把握の充実が求められる。 

 

【標準的実施方法およびリスク・情報管理体制の強化】  

標準的な実施方法については基本的な整理はなされているものの、日常生活支援における具

体的な手順や見直しプロセスの明確化については改善の余地がある。また、ヒヤリハット事例の

収集・分析・活用や、情報セキュリティに関する研修および点検体制についても十分に整備され

ているとは言い難く、今後は組織的な取組の強化を通じて、より実効性の高い管理体制の構築

を期待したい。 

 

【多職種連携による組織的な支援体制の構築と、自律・自立を育む役割の創出】 

令和 7 年度の事業計画に掲げられた「一人暮らしに向けた生活力を身につける支援」は、利用

者の将来の選択肢を広げる重要な指針となる。現在は職員による日常の家事代行が主体とな

っているが、今後は利用者の潜在的なニーズを丁寧に汲み上げ、個々の目指す生活力に応じ

法人が有する多角的な専門性を「組織的な資源」として最大限に活かす工夫が求められる。スタ

ッフの多様な専門性を、日々の営みを「自分でできる力を養う場」へと組織的に転換していくこと

で、一人ひとりの自立への意欲と目標を、毎日の暮らしの中で着実に形にしていくことが期待さ

れる。 

 
３．各評価項目にかかる第三者評価結果（別紙） 

 
４．第三者評価結果に対する事業者のコメント  

 この度の受審により、客観的な視点から当事業所の支援を見直す機会になり、感謝しておりま

す。 

 当ホームは平成 25 年に開所したホーム風の谷（重度身体障害者に対応したグループホーム）

の従たる事業所として平成 29 年に開所した経緯があります。令和 4 年度に単独事業所となり、感

染症対策が落ち着いたことから、今後は利用者の自立度を高める支援を組み込んでいく予定で

す。 

 具体的にはトイレや浴室などの掃除当番の導入や、食事の準備やよりよい生活に向けて利用

者ミーティングの場で話し合いするなど、利用者の身の回りの生活を整えたり、自立生活を送る力

をつけていけるような支援も加えていきたいと考えています。 

 



（別紙） 

第三者評価結果 

※すべての評価細目（45 項目）について、判断基準（a・b・

c の 3 段階）に基づいた評価結果を表示する。 

※評価細目毎に第三者評価機関の判定理由等のコメントを記

述する。 

 評価対象Ⅰ 福祉サービスの基本方針と組織 

Ⅰ-１ 理念・基本方針 

 第三者評価結果 

Ⅰ-１-（１） 理念、基本方針が確立・周知されている。 

1 Ⅰ-1-（１）-① 理念、基本方針が明文化され周知が図られている。 
○a ・b・c 

＜コメント＞ 

「慈愛の心」を核心に据えた理念と基本方針が明確に定められ、南砺広域における障害福祉

における多角的な事業展開の確かな指針となっている。パンフレットやホームページ等の多

様な媒体を通じた外部周知に加え、内部では会議での唱和や倫理綱領を活用した自己研鑽の

機会を設けるなど、理念を形骸化させず日常の支援に紐付ける組織的な仕組みが構築されて

いる。職員一人ひとりが組織の使命を共有し、事業所間のバックアップ体制も含め、実践に

活かされている状況がうかがえる。今後は、利用者の障害特性に応じた視覚的な資料の作成

等、利用者や家族が法人の目指す方向性をより深く理解できるような情報提供の工夫を継続

することで、さらなる信頼関係の構築が期待される。 

 

Ⅰ-２ 経営状況の把握 

 第三者評価結果 

Ⅰ-２-（１） 経営環境の変化等に適切に対応している。 

2 Ⅰ-２-（１）-① 事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・

分析されている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

法人全体の運営会議を月例で開催し、利用状況や経営状況を把握・分析する仕組みが構築さ

れている。会議結果は管理者を通じて事業所職員へ共有されており、組織全体で現状を把握

する体制が整っている。外部環境については、広域圏の自立支援協議会や市の計画策定委員

会等の公議に参画し、地域課題や政策動向を捉え、関係機関との連携強化を図っている。今

後は、福祉サービス提供におけるコスト分析や、利用者の推移・利用率の動向を定期的に数

値化・可視化することで、中長期的な経営戦略への反映に期待したい。 

3 Ⅰ-２-（１）-② 経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めてい

る。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

月例の法人運営会議にて、試算表等の定量的データに基づき経営状況を的確に把握・分析す



る仕組みが構築されている。中長期計画との整合性を図りながら課題検討を行い、その結果

を管理者が記録を用いて職員へ周知するなど、情報の透明性と組織的な共有に努めている。

今後は、周知にとどまらず職員が経営課題に対し意見を出し合い、主体的に参画できる検討

の場を設けることで、現場の知見を活かしたより実効性の高い組織運営への発展が期待され

る。 

 

Ⅰ-３ 事業計画の策定 

 第三者評価結果 

Ⅰ-３-(１) 中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。 

4 Ⅰ-３-(１)-① 中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されて

いる。 
○a ・b・c 

＜コメント＞ 

「第 4 期中期経営計画（令和 5～7年度）」において、自立生活支援や福祉避難所の運営とい

った重点項目と行動計画が明確に示されている。単なる計画策定に留まらず、毎月の運営会

議での進捗把握や、理事会における年度評価・見直しの実施など、経営層が主体となった組

織的な PDCA サイクルが機能している。次期計画についても、地域の情勢や時期を逸しない

検討が進められており、中長期的なビジョンに基づいた継続的な経営管理体制が構築されて

いる。 

5 Ⅰ-３-(１)-② 中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されてい

る。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

中・長期計画を反映し、５項目の指針を掲げた単年度計画を策定している。特に「生活能力

向上」や「福祉避難所機能の維持」を重点項目に据え、会議体の整備により組織的な検討体

制を構築している。一方で、実施計画の内容は概括的であり、実効性を高めるための具体的

な工程設定が求められる。今後は組織目標を個々の支援に繋げ、利用者一人ひとりに寄り添

った具体的な計画策定へと深化させることが期待される。 

Ⅰ-３-(２) 事業計画が適切に策定されている。 

6 Ⅰ-３-(２)-① 事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組

織的に行われ、職員が理解している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

事業計画には「指針」や「目標値」などが明文化されており、職員がいつでも閲覧できる環

境を整えることで、組織方針の周知に努めている。一方で、事業報告の項目が計画の内容と

十分に連動しておらず、実施状況の客観的な評価や見直しを行う仕組みが未整備である。今

後は、計画の実効性を高めるために、あらかじめ定めた時期や手順に基づく進捗確認の仕組

みを明文化し、計画と報告を整合させることで、組織的な PDCA サイクルを動的に機能させ

ることが期待される。 

7 Ⅰ-３-(２)-② 事業計画は、利用者等に周知され、理解を促している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

計画書は日中の活動場所である作業所や事業所食堂に設置され、利用者が随時閲覧できる環



境を整えている。今後は、書面の設置といった受動的な周知に留まらず、利用者の障害特性

に応じた分かりやすい資料作成や説明の機会の確保、さらなる理解促進と透明性の向上が期

待される。 

 

Ⅰ-４ 福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組 

 第三者評価結果 

Ⅰ-４-(１) 質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。 

8 Ⅰ-４-(１)-① 福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行

われ、機能している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

福祉サービスの質の向上に向け、第三者評価受審に取組んでいる。また、年３回の「ケアガ

イドライン」に基づく自己チェックリストの実施など、一定の体制が整えられている。チェ

ックリストの結果を職員会議で共有し、身体拘束および虐待防止委員会を定期開催するな

ど、組織的な活動が行われている。今後は、個別の振り返りを組織的な改善に繋げる仕組み

を強化し、世話人や当直職員を含むより多くの職員が主体的に参画できる体制に強化するこ

とで、PDCA サイクルのさらなる実効性の向上が期待される。個々の振り返りを組織全体の

課題分析・検討へ繋げる場を充実させ、広範な職員の理解と参画を促す仕組みづくりが望ま

れる。 

9 Ⅰ-４-(１)-② 評価結果にもとづき組織として取組むべき課題を明

確にし、計画的な改善策を実施している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

職員会議や担当者会議での協議に加え各種委員会を通じてマニュアルの見直しを行うなど、

気づきを業務改善につなげる姿勢が確認できる。現状では会議体での検討が中心であるが、

自己チェックリストの結果を組織課題として抽出する素地は整えられている。今後は、令和

8 年度に公表する第三者評価の結果を客観的な指標として活用し、抽出された課題に対する

具体的な改善計画の策定と、職員間でのさらなる共有・実行を図ることで、組織的な PDCA

サイクルの確実な構築に期待したい。 

 

評価対象Ⅱ 組織の運営管理 

Ⅱ-１ 管理者の責任とリーダーシップ 

 第三者評価結果 

Ⅱ-１-(１) 管理者の責任が明確にされている。 

10 Ⅱ-１-(１)-① 管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理

解を図っている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

管理者は職務分担表において自らの役割を明文化し、法人の多角的な職務を担いつつ、サー

ビス管理を含めた実務全般を統括している。法人運営会議での決定事項を、支援会議や個別

支援計画策定会議、利用者ミーティング等の現場の諸会議へ確実に浸透させる仕組みを構築

し、組織的な運営に努めている。管理者の交代から日が浅い現状を踏まえ、今後は理念や事



業所方針の更なる周知を通じて職員の理解を深め、強固な信頼関係に基づくリーダーシップ

の発揮と、より安定したマネジメント体制を築いていくことが期待される。 

11 Ⅱ-１-(１)-② 遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行

っている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

管理者は、法人本部事務局次長として外部機関（労働局等）からの助言受領、労務研修への

参加を通じて、遵守すべき法令等の情報把握に努めている。法人本部との情報共有や文書決

済を通じた適正な管理体制は構築されている。今後は、管理者層が把握した情報を職員会議

や研修等を通じて全職員へ体系的に周知する仕組みを強化し、組織全体で法令遵守（コンプ

ライアンス）を徹底するための具体的な実践が進むことが期待される。 

Ⅱ-１-(２) 管理者のリーダーシップが発揮されている。 

12 Ⅱ-１-(２)-① 福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に指

導力を発揮している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

管理者は、業務日誌の確認や毎月の支援会議を通じて各ケースの状況把握に努めており、サ

ービスの現状を継続的に把握する仕組みが構築されている。また、法人としてひきこもり支

援やストレスへの対応、虐待防止等に関する研修機会を設け、職員の専門性向上に取り組ん

でいる。さらに、月 1回の利用者ミーティングでは意見交換が活発に行われており、トイレ

使用状況を分かりやすくする木札の導入や、サツマイモ堀り・バーベキューなど、利用者の

意見がサービス改善に反映されている。一方で、日常的な生活支援に関する改善は職員個々

の判断に委ねられている側面も見られ、組織として統一的にサービスの質の向上を図る仕組

みや取組は十分とは言えない。また、現状把握の取組は認められるものの、サービスの質の

向上に向けた方針の明確化や、それを組織的に推進するための管理者のリーダーシップの発

揮については、今後に期待したい。 

13 Ⅱ-１-(２)-② 経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を

発揮している。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

管理者は法人組織の体制において本部事務に携わり、法人運営をはじめ人事・労務・財務等

の実務を担っており、組織運営に主体的に関与している。また、法人の組織図や業務分担表

が整備されており、各職員の役割や責任が明確化されている。一方で、事業所の将来性や継

続性、経営資源の有効活用といった中長期的な視点に立った組織運営については、さらなる

検討と具体的な取組が望まれる。現状の体制整備に加え、経営課題を明確にし、計画的に対

応していくことが望まれる。 

 

Ⅱ-２ 福祉人材の確保・育成 

 第三者評価結果 

Ⅱ-２-(１) 福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。 

14 Ⅱ-２-(１)-① 必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画

が確立し、取組が実施されている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 



職員の資格管理や育成方針、人材確保に関する基本方針は法人本部が担っており、その内容

は法人運営会議を通じて共有されている。また、法人として「資格取得支援要綱」を整備

し、職員の資格取得を推奨するなど、人材育成に向けた取り組みが行われている。さらに、

中長期計画においては、人材確保に関する重点項目として、法令遵守の徹底、人材育成を重

視した人事評価制度の実施、広報の強化、定年年齢の段階的引き上げが掲げられており、計

画的な人材確保の方向性が示されている。加えて、学校訪問やハローワークへの登録、福祉

のお仕事フェアへの参加、新聞折り込みチラシやホームページ、広告掲載など、多様な手法

を用いた積極的な採用活動が実施されている。一方で、これらの方針や取り組みが、事業所

における具体的な人材育成や人材確保の成果としてどのように結びついているかについて

は、さらなる検証と充実が望まれる。 

15 Ⅱ-２-(１)-② 総合的な人事管理が行われている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

職員倫理綱領を事業所内に掲示することで、職員の行動規範や目標を明確にしている。ま

た、法人において組織一覧表や役職名、業務分担表を整備し、各職員の役割と責任を明確化

している。さらに、年 1回の人事評価の実施や管理者による個別面談を通じて、職員一人ひ

とりの状況把握や育成に取り組んでいる。加えて、令和 7年度より新人事考課制度を試験的

に開始し、令和 8 年度には上司とともに年間目標を設定するなど、職員のモチベーション向

上に向けた工夫を図り、令和 9 年度からは人事評価結果を給与へ反映させる計画が示されて

いる。一方で、これらの取り組みは試行段階にあるものも含まれており、制度の定着や運用

の実効性については今後の検証が必要である。評価結果の活用方法や職員へのフィードバッ

クの仕組みについても、さらなる充実を期待したい。 

Ⅱ-２-(２) 職員の就業状況に配慮がなされている。 

16 Ⅱ-２-(２)-① 職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づく

りに取組んでいる。 
○a ・b・c 

＜コメント＞ 

働きやすい職場環境づくりに向けて、管理者による年 2 回（4 月・翌年 3 月）の職員面談を

実施し、個々の状況把握や意向確認に努めている。また、育児・介護休業法の改正に適切に

対応するなど、法令遵守の姿勢も確認できる。さらに、「安全衛生委員会」を毎月開催し、流

行疾患や環境衛生などについて必要に応じて迅速に周知を図る体制が整えられているほか、

相談窓口として「職業家庭両立推進員」を設置するなど、職員が安心して相談できる仕組み

が構築されている。加えて、多様な休暇制度を整備し、職員のワーク・ライフ・バランスに

配慮した取り組みが実施されている。福利厚生面においても、社会福祉法人の福利厚生制度

や外部サービスを活用したスポーツクラブの法人会員制度への加入など、職員の心身の健康

保持・増進に向けた支援が行われている。 

Ⅱ-２-(３) 職員の質の向上に向けた体制が確立されている。 

17 Ⅱ-２-(３)-① 職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

職員倫理綱領について、職員への周知が図られているほか、人事評価における面接を実施



し、職員個別に目標を設定するなど、人材育成に向けた基本的な仕組みは構築されている。

また、令和 7 年度から新人事考課制度を試験的に開始し、令和 9年度から給与へ反映させる

計画が示されており、キャリアパスや人事評価制度の具体化に向けた取り組みが進められて

いる。一方で、個人目標の達成状況の確認や評価結果のフィードバックについては十分とは

言えず、目標管理の実効性の確保には課題が見られる。また、目標項目や水準の具体性、職

員間での共有についても、さらなる工夫が求められる。今後は、中間面談の実施や定期的な

進捗確認を通じて、目標達成に向けた支援とフィードバックの充実を図るとともに、より具

体的で達成度を測りやすい目標設定が望まれる。あわせて、新人事考課制度の本格導入に向

けて、評価結果を人材育成や処遇改善に効果的に結び付ける仕組みとして定着させ、一人ひ

とりの成長を継続的に支援する体制の構築が期待される。 

18 Ⅱ-２-(３)-② 職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定さ

れ、教育・研修が実施されている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

年度当初に各職員から個人目標の提出が行われており、人材育成に向けた取り組みが進めら

れている。また、職員倫理綱領を掲示することで、職員の行動規範の周知が図られている。

教育・研修については、キャリアに応じた研修計画を策定し実施しており、令和元年より

「福祉職員キャリアパス対応障害研修課程」に基づき、初任者研修から管理者研修まで段階

的な研修体系が整備され、継続的に受講実績がある。一方で、個人目標の内容や水準にはば

らつきが見られ、組織として求める水準や方向性の統一については十分とは言えない。ま

た、研修についても計画的に実施されているものの、その内容や効果の検証、カリキュラム

の見直しといった継続的な改善の取り組みについては、さらなる充実が望まれる。 

19 Ⅱ-２-(３)-③ 職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されてい

る。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

法人内では、新任職員に対する実習プログラムが整備されており、計画的な人材育成の取り

組みが行われている。また、階層別研修や専門職研修の機会を確保し、参加記録を整理する

など、職員の資質向上に向けた体制が整えられている。さらに、研修後には復命書の回覧や

伝達講習を実施し、学んだ内容を組織内で共有する仕組みが構築されている。加えて、研修

参加にあたっては事前に勤務調整を行うなど、職員が参加しやすい環境づくりにも配慮され

ている。一方で、世話人や宿直員といった非常勤職員に対する教育・研修機会の提供につい

ては、具体的な取り組みが十分に確認できず、全職員を対象とした育成の観点では課題が見

られる。今後は、非常勤職員も含めたすべての職員が必要な知識や技術を習得できるよう、

研修機会の拡充や参加促進の仕組みづくりを進めるとともに、職員全体のスキル向上への意

欲を高める取り組みに期待したい。 

Ⅱ-２-(４) 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。 

20 Ⅱ-２-(４)-① 実習生等の福祉サービスに関わる専門職の教育・育成

について体制を整備し、積極的な取組をしている。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

実習生の受け入れに関しては、法人として実習マニュアルの整備や実習計画の作成、計画書

に基づいた指導体制、実習プログラムの用意など、受け入れに必要な体制が整備されてい



る。また、高校生や大学生の受け入れ実績も法人全体として確認できることから、実習指導

に関する基盤は確立されていると評価できる。一方で、当該事業所（グループホーム）にお

いては、これまで実習生の受け入れ実績がないことが確認されており、事業所単位での実践

的な受け入れ体制の運用については十分とは言えない状況にある。今後は、法人として整備

されている体制やノウハウを活かし、当該事業所においても実習生の受け入れを具体的に検

討・実施することで、福祉人材の育成に寄与するとともに、職員自身の学びやサービスの質

の向上につなげていくことを期待したい。 

 

Ⅱ-３ 運営の透明性の確保 

 第三者評価結果 

Ⅱ-３-(１) 運営の透明性を確保するための取組が行われている。 

21 Ⅱ-３-(１)-① 運営の透明性を確保するための情報公開が行われて

いる。 
a・○b ・c 

＜コメント＞ 

理念や基本方針、福祉サービスの内容、事業計画、事業報告、予算・決算状況等について

は、ホームページや障害福祉サービス情報公表システムを通じて閲覧可能となっており、必

要な情報の開示に取り組んでいる。また、事業報告書において年度内の苦情件数を記載する

とともに、重要事項説明書に苦情受付体制を明示し周知を図るなど、利用者や関係者に対す

る説明責任を果たす姿勢がうかがえる。さらに、広報誌を年 2 回発行し、地域や関係機関に

配布することで、事業所の活動内容を積極的に発信している。今後は、今回の第三者評価結

果を含め、苦情対応の状況や改善の取り組みなどについても積極的に情報公開を進めること

で、事業所の透明性をさらに高め、利用者や地域からの信頼向上につなげていくことを期待

したい。 

22 Ⅱ-３-(１)-② 公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組

が行われている。 
○a ・b・c 

＜コメント＞ 

法人では、毎月の運営会議において残高試算表や支援費一覧表を確認し、継続的に財務状況

の把握と管理が行われている。また、定期理事会において経営状況の報告が適切に実施され

ており、組織としてのガバナンス体制が機能していることがうかがえる。さらに、監事とし

て公認会計士を配置していることに加え、外部の会計事務所とも連携し、社会福祉法人会計

に関する専門的な助言を得ながら経営の適正化に取り組んでいる。これらの取り組みから、

経営状況の適切な把握と専門的視点を取り入れた運営が実現されており、安定的かつ健全な

法人運営に資する体制が整備されている。 

 

Ⅱ-４ 地域との交流、地域貢献 

 第三者評価結果 

Ⅱ-４-(１) 地域との関係が適切に確保されている。 

23 Ⅱ-４-(１)-① 利用者と地域との交流を広げるための取組を行って

いる。 
a・○b ・c 

<コメント> 



「地域連携推進会議」を組織し、福祉サービスの質の向上と地域に開かれた施設運営を目指

す方針を明確にしている。また、福祉避難所としての機能維持を掲げ、地域の安心・安全へ

の貢献を意識した取組が行われている。令和 7年度には地域連携推進会議が開催され、職

員、利用者、家族に加え、地元区長や児童福祉施設関係者、市職員等の多様な関係者が参加

している。会議では、利用者の生活状況の共有や福祉避難所の機能紹介、非常食の試食、意

見交換等が行われており、地域との相互理解を深める具体的な機会として機能している。日

常的な取組としても、地域情報を食堂に掲示して利用者への情報提供を行うとともに、地域

活動への参加に際しては、利用者のニーズに応じた送迎や付き添いを実施している。また、

公民館清掃への参加や日常生活自立支援事業の活用など、地域社会との接点を持ちながら主

体的な生活を支える支援が行われている。一方で、地域連携推進会議の記録の公表について

は現在準備中であり、取組内容の発信という点では今後の課題が残されている。 

24 Ⅱ-４-(１)-② ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確に

し体制を確立している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

法人においては「ボランティア受け入れ基本要領」を整備し、受入れの目的、理念および方

針を明示している。また、申込み手続きや活動記録、保険加入等についても整理されてお

り、ボランティア受入れに関する基本的な体制が構築されている。さらに、法人のボランテ

ィア担当者が外部研修に参加するなど、受入れ体制の充実に向けた取組も行われている。加

えて、法人としては高等学校福祉科の講師や小学校のクラブ活動への指導協力を行うなど、

地域における福祉理解の促進や人材育成への貢献も見られる。一方で、当該事業所において

は、ボランティアの受入れや学校教育への具体的な協力の実績は確認されていない。法人と

して整備された体制や資源を活かし、事業所としてもボランティアの受入れや教育機関との

連携をどのように展開していくかについて、今後の検討と取組を期待したい。 

Ⅱ-４-(２) 関係機関との連携が確保されている。 

25 Ⅱ-４-(２)-① 福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、

関係機関等との連携が適切に行われている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

基幹相談支援センターから提供される障害福祉サービス等に関する資料を活用し、地域の社

会資源の把握に努めている。また、法人が自立支援協議会に参加しており、そこで得られた

情報が当該事業所にも共有される仕組みが構築されているなど、関係機関との連携を通じた

情報収集および活用が図られている。さらに、災害発生時には富山 DWAT（富山県災害派遣

福祉チーム）として法人から職員を派遣し、当該事業所の職員もこれに参加しているなど、

広域的な福祉支援ネットワークへの関与が見られる。加えて、南砺市社会福祉協議会による

「ふくし出前講座」への職員派遣の準備がある。一方で、把握している社会資源について、

事業所としての一覧化や活用方法の整理、職員間での共有の仕組みの明確化といった点につ

いては、さらなる充実の余地があると考えられる。 

Ⅱ-４-(３) 地域の福祉向上のための取組を行っている。 

26 Ⅱ-４-(３)-① 地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われ

ている。 
a・○b ・c 

<コメント> 



法人が南砺市障害福祉計画策定委員会に参画しており、当該事業所の管理者が委員として直

接関与している。これにより、地域の障害福祉に関する動向や課題、ニーズを把握する機会

が確保されており、行政との連携のもとで地域ニーズの把握に努めている。また、地域連携

推進会議を年 1回開催し、地域関係者との意見交換を行う場を設けていることから、地域住

民や関係機関の視点を踏まえたニーズ把握にも取り組んでいる。今後は、これらの機会を通

じて把握した地域の福祉ニーズについて、事業所としての記録・分析や、具体的な事業運

営・支援内容への反映の仕組みについて整備されることを期待したい。 

27 Ⅱ-４-(３)-② 地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が

行われている。 
○a ・b・c 

<コメント> 

法人においては、「ひきこもり支援」を地域ニーズに基づく重要な取組として位置づけ、関

係機関と連携しながら訪問支援や集いの場への参加など、継続的な支援が行われている。令

和 7 年度には当該事業所の管理者が当該取組を担当している。また、南砺市社会福祉協議会

による「ふくし出前講座」への職員派遣が可能であるほか、福祉避難所の設置や防災訓練の

実施など、地域の安心・安全に資する取組も行われている。防災については、訓練会議を年

2 回開催し、年 1 回の実施訓練（令和 6年度、7年度は地震想定）を実施するとともに、防

災備品一覧の整備や 3日分の備蓄確保がなされている。これらの取組は、地域で把握された

福祉ニーズに応じた公益的活動として位置づけられ、地域福祉の向上に寄与するものと評価

できる。今後は、福祉避難所スペースの活用など、当該事業所の機能や特性を踏まえた公益

的活動の整理や発信を行うことで、地域における役割をより明確にしていくことが期待され

る。 

 

評価対象Ⅲ 適切な福祉サービスの実施 

Ⅲ-１ 利用者本位の福祉サービス 

 第三者評価結果 

Ⅲ-１-(１) 利用者を尊重する姿勢が明示されている。 

28 Ⅲ-１-(１)-① 利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の

理解をもつための取組を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者を尊重した支援の実現に向け、理念や基本方針、職員倫理綱領を明確に定め、世話人

室や食堂等の目に見える場所への掲示や職員会議における唱和を通じて、職員への周知と意

識づけを図っている。また、障害者虐待防止マニュアルや身体拘束等の適正化に関する指針

を整備し、権利擁護に関する基本的な枠組みが構築されている。さらに、全職員を対象とし

たセルフチェックを年 2～3 回実施し、繰り返し行う中で改善が見られていることや、法人

主催の虐待防止研修への参加、外部研修の内容共有など、継続的に理解の深化と支援の質の

向上を図る取組が行われている。身体拘束については、同意書の整備がなされており、現時

点で該当者はいないものの、必要時に備えた体制が整えられている。 

29 Ⅲ-１-(１)-② 利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス

提供が行われている。 
○a ・b・c 



<コメント> 

職員倫理綱領においてプライバシーに配慮した福祉サービスの提供を明示し、利用者の権利

擁護の観点から基本姿勢を明確にしている。また、セルフチェックの項目にプライバシー保

護に関する内容を位置づけ、年 2回以上の実施とサービス管理責任者による状況把握を行う

など、職員の意識向上と実践状況の確認が継続的に図られている。生活環境面においては、

男性居住区と女性居住区を分けるとともに、全室個室とすることで利用者の私的空間が確保

されている。さらに、居室に入室する際にはノックや了解を得る対応が職員間で共有されて

おり、日常の支援場面においてもプライバシーに配慮した具体的な取組が実践されている。 

Ⅲ-１-(２) 福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。 

30 Ⅲ-１-(２)-① 利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報

を積極的に提供している。 
○a ・b・c 

<コメント> 

法人全体および当該事業所それぞれのパンフレットを整備し、提供するサービス内容や生活

の概要について分かりやすく情報発信を行っている。法人のホームページにおいては、各居

室の様子や設備、サービス内容、入居までの流れ等を写真や図を用いて具体的に紹介してお

り、利用希望者が生活イメージを持ちやすい工夫がなされている。また、見学の受入れにも

対応しており、実際の生活環境や支援内容を直接確認できる機会を確保している。さらに、

法人広報誌「マーシ園だより」を年 2 回発行し、ホームページにも掲載することで、当該事

業所の取組状況を継続的に発信している。加えて、相談支援センター等の関係機関との情報

交換を行うとともに、基幹相談支援センターが作成する入居施設等の空き状況一覧に情報を

掲載するなど、外部機関を通じた情報提供にも積極的に取り組んでいる。 

31 Ⅲ-１-(２)-② 福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかり

やすく説明している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

福祉サービスの開始および変更にあたり、契約書および重要事項説明書を用いて利用者本人

に対して説明を行い、理解と同意を得る手続きが適切に実施されている。現在、意思決定が

困難な利用者はおらず、本人への直接説明を基本とした対応がなされている。一方で、将来

的に意思決定が困難な利用者が利用する場合を想定した配慮や対応方法については、現時点

で明確なルール化はなされていない状況にある。利用者の状況に応じた意思決定支援の方法

について、あらかじめ整理しておくことが望まれる。 

32 Ⅲ-１-(２)-③ 福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり福

祉サービスの継続性に配慮した対応を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者の生活の継続性に配慮し、相談支援センター等の関係機関と連携を図りながら、必要

に応じて関係者の同席のもと調整を行うなど、円滑な支援の引継ぎに向けた対応がなされて

いる。また、サービス終了後の相談窓口をサービス管理責任者が担う体制が整えられており、

利用終了後も一定の支援が継続できる仕組みが確保されている。これまで職員が担っていた

清掃について、地域移行を見据え、利用者が担える役割（ごみ当番等）について話し合いを

行い、サービス内容の見直しを図るなど、自立した生活への移行を意識した支援が実践され

ている。一方で、地域移行に関する意向確認については、担当者の選任や指針・マニュアル



の作成、個別支援計画への反映等が現在準備段階にある。今後は、これらの仕組みを具体化

し、組織的かつ計画的に移行支援を実施できる体制が整備されることを期待したい。 

Ⅲ-１-(３) 利用者満足の向上に努めている。 

33 Ⅲ-１-(３)-① 利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組

を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

日常的な関わりの中で利用者の言動や様子を把握し、外食時の注文内容や生活場面における

反応等から個々の嗜好や満足度の把握に努めている。また、アセスメントの機会を通じても

利用者の意向を確認しており、個別支援に反映する取組が行われている。さらに、おおむね

月 1 回の利用者ミーティングを実施し、行事や生活に関する説明を行うとともに、利用者か

らの要望や意見の聴取の機会を設けている。加えて、法人の苦情解決第三者委員会や虐待防

止委員会、感染対策委員会に当該事業所も関与し、サービス管理責任者や支援担当と連携し

ながら改善に取り組む体制が整えられている。一方で、満足度調査等の定期的・客観的な把

握の仕組みがなく、意見箱の活用も十分に機能していない状況が見られる。また、利用者の

中には意見表出が消極的な方も多いことから、意向把握の方法についてさらなる工夫が求め

られる。今後は、利用者の特性に応じた多様な意見把握の手法を検討するとともに、得られ

た意見や満足度を整理・分析し、具体的な改善につなげる仕組みを強化されたい。 

Ⅲ-１-(４) 利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。 

34 Ⅲ-１-(４)-① 苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能してい

る。 
a・○b ・c 

<コメント> 

苦情解決の体制について重要事項説明書に明示しており、苦情解決責任者および受付担当

者、第三者委員の連絡先、意見箱の設置場所、外部の苦情受付機関等が具体的に示されてい

る。また、契約時には苦情を申し立てることができる旨を利用者に説明しており、制度の周

知が図られている。さらに、食堂への掲示や談話室への意見箱の設置など、日常生活の中で

利用者がアクセスしやすい形で苦情受付の仕組みが整えられている。加えて、法人において

苦情解決委員会が年 3回以上開催され、苦情内容の報告や対応の協議が行われており、組織

的に改善へつなげる体制が機能している。今後は、意見表出が難しい利用者へのさらなる配

慮や、苦情内容および対応結果の共有方法の工夫を図ることを期待したい。 

35 Ⅲ-１-(４)-② 利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利用

者等に周知している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者が意見や要望を表出できるよう、食堂への掲示による周知や談話室への意見箱の設置

など、日常生活の中でアクセスしやすい相談手段を整備している。また、おおむね月 1 回の

利用者ミーティングを開催し、行事や取組の説明に加え、利用者からの要望や意見を聴取す

る機会を設けている。さらに、個別に話を聴く際には相談室や居室等の個室を活用するな

ど、プライバシーに配慮した環境のもとで安心して相談できる体制が整えられている。一方

で、外部の相談窓口や第三者への相談が可能であることについての周知は、さらなる強化の

余地があると考えられる。利用者が複数の選択肢の中から安心して相談先を選べるよう、分

かりやすい情報提供や説明の工夫を進めていくことを期待したい。 



36 Ⅲ-１-(４)-③ 利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に

対応している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

意見箱や利用者ミーティングを通じた意見把握に加え、意見表出が難しい利用者の特性を踏

まえ、日常の会話の中で個別に意向を聴き取るなど、実態に応じた柔軟な対応を行ってい

る。把握した内容については個別の支援記録に記入されており、支援に反映する仕組みが確

保されている。また、法人において苦情解決委員会が年 3回開催され、対応状況の確認や対

応マニュアルの見直しが行われており、その内容が当該事業所にも共有されることで、組織

的な改善につなげる体制が整備されている。一方で、利用者からの相談や意見について、受

付から対応、結果のフィードバックまでの一連の流れを事業所として体系的に整理・共有す

る仕組みについては、さらなる明確化の余地があると考えられる。 

Ⅲ-１-(５) 安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。 

37 Ⅲ-１-(５)-① 安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスク

マネジメント体制が構築されている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

法人においてリスクマネジメント規程が整備され、年 2 回ヒヤリハット検証委員会が開催さ

れるなど、組織的にリスクの把握および検証を行う体制が構築されている。また、安全管

理・労働環境担当者が配置され、法人全体の安全管理が統括されている。ヒヤリハット事例

については、当該事業所からの報告実績はないものの、委員会での検証内容が月 1回の職員

会議で共有されており、他事業所の事例を踏まえた注意喚起や再発防止に向けた情報共有が

図られている。さらに、防犯カメラの設置や女性居住区における電子ロック付き自動ドアの

導入など、設備面においても安全性の向上が図られている。加えて、隣接するバックアップ

施設との連携により、夜間・休日を含めた緊急時対応体制が確保されているほか、2 か所の

協力医療機関との連携体制も整備されており、利用者の安心・安全を支える体制が構築され

ている。一方で、グループホームにおけるヒヤリハットの把握や報告については、日常的な

気づきを積極的に収集し、事業所としてのリスク分析につなげていく余地がある。今後は、

ヒヤリハットの蓄積と分析を通じた予防的な取組が強化されることを期待したい。 

38 Ⅲ-１-(５)-② 感染症の予防や発生時における利用者の安全確保の

ための体制を整備し、取組を行っている。 
○a ・b・c 

<コメント> 

感染症予防に向け、日常的な衛生管理として清掃や身体の清潔保持に努めるとともに、体調

変化時には早期に職員へ申し出るよう利用者へ呼び掛けを行っている。また、食堂等へのポ

スター掲示により感染症予防に関する注意喚起を行うなど、日常的な予防意識の向上に取り

組んでいる。体制面においては、感染症発生時に対応するための業務継続計画（BCP）およ

びマニュアルが整備されており、法人の感染症対策委員会において方針や計画が策定されて

いる。さらに、法人内の看護リハビリステーションが医療機関との連絡調整や看護サービス

を担う体制が構築されており、専門的支援を含めた対応が可能となっている。実際の対応に

おいても、感染症発生時には看護師の指導のもとゾーニングを実施しており、全室個室とい

う環境を活かして混乱なく対応できている。今後は、継続的な訓練や見直しを通じて対応力

の維持・向上を図ることが期待される。 



39 Ⅲ-１-(５)-③ 災害時における利用者の安全確保のための取組を組

織的に行っている。 
○a ・b・c 

<コメント> 

消防計画および自然災害発生時における業務継続計画（BCP）を整備し、災害時の対応体制

を明確にしている。また、避難訓練を年 2 回実施し、令和 6 年度には休日・夜間を想定した

通報訓練や火災マニュアルに基づく訓練を行うなど、実践的な取組がなされている。防災設

備については、スプリンクラー、火災報知器、非常通報装置、消火器等が整備されており、

安全確保のための設備面の充実が図られている。さらに、非常食や防災備品についてはリス

トにより適切に管理され、備蓄体制が確保されている。加えて、砺波地方において災害が発

生した際には、障害者の福祉避難所として最大 30 人の受入れが可能であり、防災会議を年

2 回開催するとともに、開設・運営訓練も実施されているなど、地域における災害対応拠点

としての役割を担っている。また、法人主催の研修会において、災害対応をテーマとした実

践的な研修（災害支援活動報告や地震発生時の対応）が実施され、行政職員も講師として参

画するなど、職員の防災意識と対応力の向上が図られている。物資面においても、非常食や

防災備品のリストを整備し、適切な備蓄管理が行われている。今後は、訓練結果の検証や地

域とのさらなる連携強化を通じて、対応力の一層の向上が期待される。 

 

 

Ⅲ-２ 福祉サービスの質の確保 

 第三者評価結果 

Ⅲ-２-(１) 提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。 

40 Ⅲ-２-(１)-① 提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が

文書化され福祉サービスが提供されている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

提供する福祉サービスの標準的な実施方法について、運営管理規程、重要事項説明書、職員

倫理綱領および個別支援計画を指針として位置づけ、支援の基本的な考え方や対応の方向性

を明確にしている。これらの文書には、利用者の尊重やプライバシー保護、権利擁護に関す

る姿勢が示されており、支援の基盤として機能している。また、業務日誌や宿直管理簿にお

いては、業務開始から終了までの流れやチェック項目が明示されており、日常業務の標準化

と実施状況の記録が図られている。さらに、個別支援記録システムや業務日誌の閲覧を通じ

て申し送りや伝達事項を確認し、職員間で支援内容の共有が行われている。一方で、日常生

活支援の具体的な場面ごとの手順や留意点の明文化については、さらなる充実の余地があ

る。今後は、支援内容の具体的手順を明確化し、誰が担当しても一定水準のサービスが提供

できる体制の強化を期待したい。 

41 Ⅲ-２-(１)-② 標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確

立している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

法人における各種委員会（苦情解決委員会、感染対策委員会等）において、対応内容やマニ

ュアルの見直しが行われており、その内容が当該事業所にも共有されることで、標準的な実

施方法の改善につなげる仕組みが整えられている。また、個別支援計画の見直しを通じて、



利用者の状況やニーズの変化に応じた支援内容の調整が行われており、実践を踏まえた見直

しの取組がなされている。さらに、法人内外の研修への参加および情報共有を通じて、新た

な知見を支援方法の見直しに反映する機会が確保されている。一方で、標準的な実施方法そ

のものについて、定期的な見直しの時期や手順、職員の参画方法等を明確にした仕組みとし

て体系化されているかについては、さらなる整理の余地がある。今後は、見直しのプロセス

を明文化し、組織的かつ継続的に改善を図る体制の強化が望まれる。 

Ⅲ-２-(２) 適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。 

42 Ⅲ-２-(２)-① アセスメントにもとづく個別支援計画を適切に策定

している。 
○a ・b・c 

<コメント> 

サービス管理責任者を中心としてアセスメントシートを活用し、利用者の心身の状況や生活

状況、意向の把握を行ったうえで個別支援計画を策定している。計画策定にあたっては、サ

ービス管理責任者、生活支援員、世話人が協議を行い、多角的な視点から支援内容の検討が

なされている。個別支援計画には利用者のニーズが明記されており、個々の状況に応じた具

体的な支援内容が位置づけられている。また、実施状況については、生活支援員および世話

人と協議しながらサービス管理責任者が評価を行い、その結果をバックアップ施設長へ報告

する体制が整えられており、計画の実効性を確認する仕組みが確保されている。さらに、困

難ケースにおいては、バックアップ施設長や相談支援専門員、行政職員、家族等と連携しな

がら支援が行われており、関係機関との協働による適切なサービス提供が実践されている。 

43 Ⅲ-２-(２)-② 定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。 
○a ・b・c 

<コメント> 

個別支援計画について 5月および 11 月に振り返りと立案を行うことを定め、策定会議を経

て決定する仕組みが確立されている。策定会議においては、利用者本人が自らの意見や思い

を伝える機会が設けられており、その内容を支援計画に反映するよう努めている。また、モ

ニタリング記録表を活用し、ケアプラン終了時には達成状況の評価や利用者の満足度、次の

目標設定に向けた意見等を整理しており、評価から次の計画へとつなげる一連のプロセスが

適切に機能している。さらに、計画の変更箇所を下線表示し、策定会議においてサービス管

理責任者が説明を行うなど、内容の共有と理解促進に向けた工夫が見られる。緊急時には、

サービス管理責任者が利用者本人および管理者、バックアップ施設長へ報告・了承を得たう

えで迅速に見直しを行う体制も整備されている。加えて、策定会議において抽出された課題

を標準的な実施方法へ反映する取組がなされている。 

Ⅲ-２-(３) 福祉サービス実施の記録が適切に行われている。 

44 Ⅲ-２-(３)-① 利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切

に行われ、職員間で共有化さている。 
○a ・b・c 

<コメント> 

障害福祉サービス支援ソフトを導入し、利用者一人ひとりの福祉サービスの実施状況につい

て適切に記録を行っている。記録された情報は継続的に蓄積され、支援の経過把握および質

の向上に活用されている。また、月 1 回の支援会議において、日常業務の確認や連絡・調整

に加え、利用者の状況や個別支援計画に基づく支援経過の確認と評価が行われており、サー



ビス管理責任者、生活支援員、世話人の間で情報の共有化が図られている。さらに、利用者

ミーティング、ケース会議、個別支援計画策定会議、防災会議等についても記録が整備され

ており、それぞれの場面でサービス内容の検証や評価が行われていることから、多面的な情

報共有と組織的な支援の実施につながっている。今後は、記録内容のさらなる質の向上や活

用の深化を図ることで、一層の支援の充実が期待される。 

45 Ⅲ-２-(３)-② 利用者に関する記録の管理体制が確立している。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者に関する記録の管理について、服務規程、個人情報保護規程、文書保存基準に明文化

しており、管理体制が制度として整備されている。文書保管者の主務が明確にされているほ

か、就業規則において個人情報の不適切な利用や漏洩に対する賞罰が定められており、責任

体制が明確化されている。また、職員とは個人情報保護に関する誓約を締結するとともに、

利用者や家族に対しても個人情報の取扱いについて説明し、契約時に同意を得るなど、適切

な手続きが確保されている。さらに、個別支援記録システムの利用にあたっては、アクセス

権限を持つ職員を限定し、パスワード管理により情報セキュリティの確保が図られている。

一方で、情報セキュリティに関する研修や取組状況の点検・評価の仕組みについては、現時

点では十分に整備されていない状況が見られる。今後は、定期的な研修の実施や自己点検の

仕組みを導入することで、管理体制の実効性をさらに高めていくことを期待したい。 

評価対象Ａ 

Ａ-１ 利用者の尊重と権利擁護 

 第三者評価結果 

Ａ-１-(１) 自己決定の尊重 

Ａ① Ａ-１-(１)-① 利用者の自己決定を尊重した個別支援と取組を行

っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

事業所の理念と基本方針に基づき、利用者の意思を尊重した支援を組織の基本姿勢として実践し

ている。障害特性に応じた配慮を通じて、一人ひとりの権利を尊重する姿勢がうかがえる。現在、

生活ルールや行事等の検討は毎月の利用者ミーティングで行われているが、進行や立案の多くを

職員が担っている。今後は、ミーティングでの検討、決定した事柄について、利用者自身が主体

的に役割を担えるよう、意思決定のプロセスを工夫することが期待される。利用者が「自分で決

める」喜びや責任を実感できる場面を意図的に創出し、利用者主体の活動展開を一層深めていく

ことが望まれる。 

Ａ② Ａ-１-(２)-① 利用者の権利擁護に関する取組が徹底されている。 
○a ・-・c 

<コメント> 

虐待防止マニュアルや指針の整備、委員会の設置など、組織的な権利擁護体制が確立されてい

る。毎月の支援会議において権利擁護や虐待予防を定例議題とし、参加職員で継続的に考える

場を設けている。単なる制度理解に留まらず、日常的な意識向上に繋げている様子がうかがえ

る。身体拘束の行政等への報告様式整備など、万一の際の適正化手順も整っており、令和 8 年



度の研修計画など、継続的な教育体制も明確にしている。今後は利用者および家族等に対し

て、権利擁護への取組姿勢をより積極的に発信し、相互理解を深める工夫が望まれる。 

 

Ａ-２ 生活支援 

 第三者評価結果 

Ａ-２-(１) 支援の基本 

Ａ③ Ａ-２-(１)-① 利用者の自律・自立生活のための支援を行ってい

る。 
a・○b ・c 

<コメント> 

見守りを基本とした支援方針のもと、必要な場面で適切に介入する体制を整えている。金銭管

理や行政手続きといった地域生活で不可欠な実務的サポートも的確に行われており、利用者の

自律的な生活を後押ししている。今後は、自律・自立に向けた社会生活上のルールやマナー、

活用可能な社会資源（フォーマル・インフォーマル）等の情報を、動画や視覚的な資料など利

用者にとって理解しやすいコンテンツを取り入れながら提供することが期待される。個々の生

活習慣や日常生活動作の向上に向け、利用者自身がより主体的に取り組める環境づくりが望ま

れる。 

Ａ④ Ａ-２-(１)-② 利用者の心身の状況に応じたコミュニケーション

手段の確保と必要な支援を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者の特性を理解し、法人専門職のアドバイスを受けながら思いを聴き取る姿勢を大切にし

ている。場合によっては、精神状況に応じた時間配分の配慮や、家族・関係機関と連携した多

角的な見立てにより、本人の真意を汲み取るよう取組んでいる。現在利用者は、携帯電話機能

も使用可能、コミニケションも図れており、法人としてトーキングエイド等の代替手段を保有

し、必要時に即応できる体制があることは大きな強みである。代替手段を用いた具体的な支援

事例を蓄積し、職員間で知識として共有することで、より個別性の高いコミュニケーション支

援の充実に期待したい。 

Ａ⑤ Ａ-２-(１)-③ 利用者の意思を尊重する支援としての相談等を適

切に行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

世話人や宿直職員が「いつでも、誰にでも」相談に応じる受容体制を整えていることは、利用

者の安心感ある生活を支えている。受け止めた相談内容は日誌から、支援経過記録等に詳細に

記録され、管理者や生活支援員、バックアップ施設の関係職員等との迅速な情報共有を経て、

多角的な視点から支援計画へ反映させる連携体制が機能している。今後はさらに、相談から意

思決定支援に至るプロセスを標準化すべく、マニュアル整備、職員の経験値に依存しない、組

織的な支援の質を担保する取組に期待したい。 

Ａ⑥ Ａ-２-(１)-④ 個別支援計画にもとづく日中活動と利用支援等を

行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

グループホームにおいて日中活動は提供されていない。相談支援専門員が作成したサービス等

利用計画に基づいて、利用者それぞれの日中活動先や就労先を利用できるよう連携を図り、就



労先への送迎支援、活動情報の提供や調整のための協議など、利用者の生活全体を俯瞰した一

貫性のある利用支援に努めている。社会生活における環境変化に順応する、余暇を楽しめるよ

う、飲食店でのタブレット注文方法やロボットによる配膳を経験するための外食、サツマイモ

堀りや事業所でのバーベキューなど実施されているが、頻度も多いとは言えない。今後はさら

に利用者自身が主体的に企画及び立案できるよう側面的なサポートを期待したい。 

Ａ⑦ Ａ-２-(１)-⑤ 利用者の障害の状況に応じた適切な支援を行って

いる。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者それぞれの状況については、アセスメントで把握した 9 つの領域にもとづいて分析、把

握されている。支援内容は電子記録を通じて同一法人内の関連施設（バックアップ施設や日中

活動事業所）と即時共有されており、変化に応じた迅速な対応が可能な仕組みが整っている。

各利用者の特性に対する対応などについては毎月支援会議で検討・共有が行われ、必要時はケ

ース会議を開催しており安定した共同生活が維持されている。今後は行動障害や医療的ケアが

必要となる場面を想定し、バックアップ施設とも連携のうえで、全職員に対し多様な障害特性

への理解と専門的な対応スキルの向上に組織的に取り組んでいくことが期待される。 

Ａ-２-(２) 日常的な生活支援 

Ａ⑧ Ａ-２-(２)-① 個別支援計画にもとづく日常的な生活支援を行っ

ている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

アセスメントで把握した領域、モニタリングによって更新される情報にもとづいて「生活支援計

画書」を作成している。食事提供において、献立の事前周知による「欠食」の選択機会を保障し、

利用者の自己決定を尊重している。また、利用者の嗜好への配慮や体調に応じた柔軟なメニュー

変更など、個別的な対応が見られる。健康状態や意向を重視した支援が展開されている。入浴お

よび排泄、移動など、介助を要する利用者は現在いない。食事については、利用者の具体的な要

望を反映する機会を増やし、満足度の向上を図ることが期待される。また、身体的な支援が必要

な場面に備え、世話人や宿直職員を対象とした支援マニュアルの整備が望まれる。これらを通じ、

より質の高い生活支援体制の強化を期待したい。 

Ａ-２-(３) 生活環境 

Ａ⑨ Ａ-２-(３)-① 利用者の快適性と安心・安全に配慮した生活環境

が確保さている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

居住環境は、男女別の居住区画や女性エリアの電子ロック導入など、プライバシーとセキュリ

ティが確保されている。全室個室でエアコンや施錠も完備されており、利用者が安心して過ご

せる空間となっている。また、「4S活動」による整理整頓や、利用者ミーティングを通じた環境

改善など、利用者主体の生活環境の提案に努めている。さらに、隣接する災害拠点用別棟は感

染症対応等のリスク管理面で大きな強みとなっている。今後は、この別棟にあるキッチンをは

じめとする設備を単なる予備空間に留めず、利用者の生活スキル向上を目的とした実践訓練の

場として活用するなど、法人の資産を積極的に活かした支援の工夫が期待される。 

Ａ-２-(４) 機能訓練・生活訓練 



Ａ⑩ Ａ-２-(４)-① 利用者の心身の状況に応じた機能訓練・生活訓練

を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

グループホームと日中活動先の役割分担を明確にしつつ、連携した支援を行っている。休日な

どは、利用者用キッチンで調理することができる。機能訓練対象者も現在はいない。利用者そ

れぞれが一般就労や就労支援でスキルを磨き、グループホーム内では自立に向けた「生活訓

練」に重点を置くことで、利用者の生活全般にわたる能力維持・向上を図っている。生活支援

計画策定会議に関係機関の専門職がより、具体的なアドバイスを受ける仕組みがある点は、法

人のバックアップ体制の強みであり、利用者の自立に寄与している。日中活動で行っている訓

練内容や目標を、ホームでの生活支援にどう繋げているか、その一貫性を記録上でより明確に

示すことが望まれる。 

Ａ-２-(５) 健康管理・医療的な支援 

Ａ⑪ Ａ-２-(５)-① 利用者の健康状態の把握と体調変化時の迅速な対

応等を適切に行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

日々の検温や健康状態の確認を通じて、利用者の健康管理を行う体制が整っている。体調急変

時には、法人内のバックアップ施設や協力医療機関と連携を図る体制を構築しており、利用者

の定期的な受診状況も把握されている。一方で、医療支援マニュアルについては、法人として

は整備されているものの、グループホーム内での活用に課題が残る。今後はマニュアルの周知

徹底を図るとともに、緊急時対応（心肺蘇生や応急手当、救急通報等）の実践的な訓練を検討

されたい。職員のみならず、訓練を通じて利用者自身が緊急時の対応を学び、日常生活や社会

生活における安心感と生活力を高めていく機会となることに期待したい。 

Ａ⑫ Ａ-２-(５)-② 医療的な支援が適切な手順と安全管理体制のもと

に提供されている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

法人のバックアップ施設の看護師による医療的助言や感染症 BCP 訓練を実施するなど、組織と

してフォローアップ体制が整っている。一方で、医療的支援の具体的な手順書が事業所内に未

整備である。法人が策定している既存マニュアルをベースとしつつ、グループホームの日々の

生活環境に即して、職員が対応できる「グループホームのための手順書」を早急に整備された

い。整備した手順書を全職員に周知・定着させ、必要時には安定した支援が提供できる、より

安全な医療的支援体制の強化を期待したい。 

Ａ-２-(６) 社会参加、学習支援 

Ａ⑬ Ａ-２-(６)-① 利用者の希望と意向を尊重した社会参加や学習の

ための支援を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

個々の生活リズムやライフスタイルの自己決定を尊重しており、利用者が自律的に余暇を過ご

せる生活環境を保障している。地域活動支援センターの行事や法人のイベント、地区の催しな

どの情報を食堂等へ掲示し、利用者が自ら選択できる環境が構築されている。特に、地域の清

掃活動等への参加は、利用者が社会の一員として地域共生に寄与する貴重な機会となってい

る。今後は、こうした活動への参加を通じて得られた満足感や成果を振り返るとともに、利用



者の「学びたい」「やってみたい」という潜在的なニーズをより積極的に汲み取られたい。個々

の意欲に基づいた社会参加の機会を一層広げ、生活の質やスキルの向上へとつなげていく支援

に期待したい。 

Ａ-２-(７) 地域生活への移行と地域生活の支援 

Ａ⑭ Ａ-２-(７)-① 利用者の希望と意向を尊重した地域生活への移行

や地域生活のための支援を行っている。 
a・○b ・c 

<コメント> 

利用者の意向を尊重した地域移行支援について、モニタリングを通じて個々の希望やニーズを

把握し、多機関と連携した「本人本位」の移行支援に努めている。相談支援専門員や行政、社

会福祉協議会等と協力し、家族の理解を深めながら移行後の生活安定を見据えたサポート体制

を構築している。一方で、地域生活に必要な社会資源に対する利用者の理解や意識には個人差

があり、地域生活上の具体的な課題の把握にはさらなる工夫が必要である。今後は、利用者が

地域資源の活用や地域生活への移行が、より身近に感じられるよう情報提供の手段や利用促進

につながる取組みの工夫に期待したい。 

Ａ-２-(８) 家族等との連携・交流と家族支援 

Ａ⑮ Ａ-２-(８)-① 利用者の家族等との連携・交流と家族支援を行って

いる。 
a・○b ・c 

<コメント> 

法人主催の保護者会を定期的に開催し、運営を周知する機会を提供している。利用者の意思を

尊重した状況報告や面会調整を行うなど、プライバシーと信頼関係の双方に配慮した対応がな

されている。家族不在の利用者に対しても、成年後見人や行政、社会福祉協議会等と連携して

生活全般を支える体制を構築しているほか、初回面談時に緊急連絡先や家族関係を整理し、緊

急時の即応体制も確保されている。今後は、家族の高齢化といった将来的な課題を見据え、家

族側のニーズをよりきめ細やかに把握されたい。利用者と家族双方が納得できる長期的な支援

のあり方を継続的に提案していくことが期待される。 

 

Ａ-３ 発達支援 

 第三者評価結果 

Ａ-３-(１) 発達支援 

Ａ⑯ Ａ-３-(１)-① 子どもの障害の状況や発達過程等に応じた発達支

援を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

Ａ-４ 就労支援 

 第三者評価結果 

Ａ-４-(１) 就労支援 

Ａ⑰ Ａ-４-(１)-① 利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行

っている。 

a・b・c 



<コメント> 

 

Ａ⑱ Ａ-４-(１)-② 利用者に応じて適切な仕事内容等となるように取

組と配慮を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

Ａ⑲ Ａ-４-(１)-③ 職場開拓と就職活動の支援、定着支援等の取組や工

夫を行っている。 

a・b・c 

<コメント> 

 

 

 


